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基本施策１  駅周辺の整備 

基本施策２  都市機能の集約化 

基本施策３  交通ネットワークの整備 

基本施策４  道路の整備 

基本施策５  水道水の安定供給 

基本施策６  下水道の整備 

基本施策７  住宅の整備・空き家対策 

基本施策８  公園・・緑地・・自然環境の維持整備 

基本施策９  再生可能エネルギーの推進 

基本施策 10 循環型社会の構築 

基本施策 11 環境保全の推進 

４ 

  

都市基盤・環境 

政策指標 

今後も石岡市に 

住み続けたいと思いますか？ 

 

 

 

 

写真 

目指す方向 

― 歴史ある都市、田園、里山が 

調和する魅力的なまち ― 

【基準値】 
（令和３年度） 

●●％ 

 

令和３年 11 月 25 日（木） 

第 ７ 回 総 合 計 画 審 議 会 

【資料５】 
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基本施策１  駅周辺の整備  

石岡駅周辺は、市の中心拠点として、医療・福祉・子育て・商業等の都市機能

を集めていくことで、生活利便性を高めるとともに、市の玄関口としてにぎわ

いがあります。高浜駅周辺については、都市機能施設の誘導により、日常の暮

らしを支える地域拠点となっています。 

 

 

現状・これまでの取組  

●石岡駅は、平成 28 年度に橋上駅舎整備等が完了し、駅前の利便性・・ンボルル性が高まりました。

令和２年度、一日の乗客数は 4,000 人程度となっており、本市の玄関口として機能しています。 

●石岡駅周辺には、市役所、消防署、警察署、郵便局などの公共の施設のほか、商業施設も立地し

ています。また、石岡市立地適正化計画では、都市機能を誘導すべき都市機能誘導区域として位

置づけられています。 

●石岡駅周辺整備事業・ 第２期計画）として、石岡駅西口交流施設の整備、石岡駅東口 BRTバス発

着広場の整備、石岡駅東口都市公園の整備、駅東駐車場の整備等を進めています。 

●石岡駅へのアクセス向上などを図るため、都市計画道路・ 駅前・・東ノ辻線」の整備を進めていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

成果指標 
基準値 

(令和元年度） 

目標 

(令和７年度) 

1 日あたりの石岡駅前通りの歩行者・自転車通行量 534 人  785 人 

 あるべき 
将来の姿 

【JR石岡駅】 【JR高浜駅】 
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課題  

●石岡駅西口については、駅周辺商店街の衰退が進んでいます。また、石岡駅東口の鹿島鉄道跡地を

有効利用した都市公園の整備を進めることで、駅周辺のにぎわい創出につなげる必要があります。 

●石岡駅周辺の整備にあたっては、多世代が交流できるスペースの確保や、イベボト等の定期開催

のほか、人が集まり、滞在や回遊する環境を整える観点が必要です。 

●高浜駅周辺については、バリアフリー化を進めることと医療、福祉、商業、保育等の都市機能施設

の誘導を図ることにより、日常の暮らしを支える拠点づくりが必要です。 

 

 

関連計画  

・石岡市立地適正化計画 令和元年度～令和 20年度） 

・石岡市中心市街地活性化基本計画 第３期） 令和３年度～令和７年度） 

 

主要な取組  

 

取組名  取組内容  担当課 

石岡駅西口の整備事業 

 石岡駅周辺整備事業（第 2 期計画）として、

石岡ステーションパークの１階スペースや駅

周辺施設の整備を進め、市民による多様な活

動と交流を促進します。 

 

駅周辺にぎわい創生課 

都市計画課 

石岡駅東口の整備事業 

 BRT バス発着広場の整備を図り、公共交通の

利便性を高めるとともに、新たな都市公園の

特徴を生かします。また、隣接する駅東駐車

場、鹿島鉄道跡地等の有効活用を図ります。 

 

駅周辺にぎわい創生課 

都市計画課 

複合文化施設の整備 

 文化芸術の拠点であるとともに、市民の活動

と交流を促進し、誰もが気軽に立ち寄れる居

場所としての機能を発揮することで集客及び

回遊を促し、中心市街地への波及効果を高め

ます。 

 

駅周辺にぎわい創生課 
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具体的な取組における参考指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

中心市街地に住む人口の割合 

基準値（令和２年度） 目標（令和９年度） 

5.0％ 5.3％ 

市内人口のうち、中心市街地に住む人口の割
合 

石岡駅の乗客数 

基準値（令和２年度） 目標（令和９年度） 

3,976 人 

1 日当たりの石岡駅の乗客数 

基準値より 増 

東西自由通路の歩行者通行量 

基準値（令和２年度） 目標（令和９年度） 

4,012 人 

１日あたりの東西自由通路の歩行者通行量 

基準値より 増 

西口交流施設の利用者数 

基準値（令和２年度） 目標（令和９年度） 

14,763 人 

年間の西口交流施設の利用者数 
 基準値は、まちかど情報セボターの年間利用者数） 

18,000 人 

 

「    」とは 
 

 
 

調整中 
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基本施策２  都市機能の集約化 

都市機能の集約化により コボパクト・プラス・ネットワーク」型のまちとな

ることで、人口減少下でも持続可能なまちとなっています。 

 

 

 

現状・これまでの取組  

●本市には２つの都市計画区域が混在しています。石岡都市計画区域には市街化区域、市街化調整

区域の設定があり、八郷都市計画区域には用途地域の設定のみとなっています。 

●石岡市立地適正化計画により、居住誘導区域を定め、人口減少のなかにあっても人口密度を維持

し、都市機能施設や地域コミュニティが持続的に確保されるようにしています。 

●自然的な土地利用としては、水郷筑波国定公園や吾国愛宕県立自然公園、自然環境保全地域があ

るなど、貴重な自然資源が多く残っています。 

 

 

課題  

●石岡駅西口の中心市街地の空洞化が深刻となっており、都市機能施設の維持・・充実や質の向上に

よる魅力的な空間づくりと、まちなか居住を進めていくことが必要です。 

●居住誘導区域であっても人口減少が進んでいる地区もあり、持続可能な都市形成を行うためには

都市機能を集約したコボパクトンティの実現が期待されます。 

●市街化調整区域や八郷地区の用途指定のない農村部においては、良好な田園環境の維持・・保全を

図るとともに、高齢化が進むことにより地域で活動できる人が減少するなど、保全の担い手とな

る集落の活力を維持していくことが必要です。 

●農地の現況及び将来の見通しや、農業経営の動向等を考慮し、農業上の利用とほかの利用との調

整に留意しながら、農業振興地域整備計画を定期的に見直す必要があります。 

 

関連計画  

・石岡市都市マスタープラボ 平成 29年度～令和 18年度） 

・石岡市立地適正化計画 令和元年度～令和 20年度） 

・石岡市中心市街地活性化計画 第３期） 令和３年度～令和７年度） 

・石岡農村振興地域整備計画 

 

成果指標 
基準値 

(平成 27 年度） 

目標 

(令和 20 年度) 

都市機能誘導区域の人口密度 25.9 人／ha 維持 

 あるべき 
将来の姿 
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主要な取組  

 

取組名  取組内容  担当課 

「コンパクト・プラス・

ネットワーク」型のま

ちづくり推進 

 
石岡市立地適正化計画に基づき、人口減少下

でも持続可能な「「コンパクト・プラス・ネット

ワーク」型のまちづくりを推進します。 

 

都市計画課 

市街地の魅力向上 

 まちなか居住環境の充実を図るため、市街地

を中心に、都市機能施設の維持・充実や質の

向上による魅力的な空間づくりを行います。 

 

都市計画課 

都市部と田園空間との

連携 

 都市部と田園空間との連携・機能分担により

魅力あるまちづくりを目指します。 

 
都市計画課 

農村部における集落の

活力維持 

 
農村部における良好な集落の活力維持・向上

を図るため、保全の担い手の確保に努めます。 

 
都市計画課 

農政課 

 

 

 

具体的な取組における参考指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市街化区域内土地利用率 

基準値（令和２年度） 目標（令和９年度） 

79.8％ ●●％ 

市街化区域内での土地の利用がある比率 

都市機能誘導施設の数 

基準値（令和２年度） 目標（令和９年度） 

●●施設 ●●施設 

居住誘導区域内にある都市機能誘導施設数 

調整中 調整中 調整中 
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ああああああああ 

「石岡市立地適正化計画とは」 
 

急激な人口減少や高齢化に対応した持続可能なまちづくりを推進するため、平成 26 年の

 都市再生特別措置法」改正により創設された制度です。本制度は、都市計画法を中心とし

た従来の土地利用の計画に加えて、商業・・医療・・福祉などの民間施設を含めた各種生活サー

ビス機能や住居等を計画的に誘導するとともに、公共交通の充実により、生活サービス機能

へアクセスしやすい環境を整えることで、 コボパクト・プラス・ネットワーク」型のまち

づくりを目指すものです。 

【立地適正化計画における将来都市構造図】 
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基本施策３  交通ネットワークの整備 

コボパクト・プラス・ネットワーク型のまちづくりを支える交通施策により、

交通不便地域の解消や、市民の利便性の向上につながり、持続可能な公共交通

体系が構築されています。 

 

 

 

現状・これまでの取組  

●本市の公共交通は、品川駅まで直通するＪＲ常磐線、石岡駅を起点とするバス路線網と常磐自動

車道に設置された石岡バス停を利用した高速バス路線があります。 

●石岡駅から鉾田駅まで、鉄道の廃線跡をバス専用道路として走行する BRT 路線が整備されてお

り、茨城空港にも直通するバスが運行されています。 

●平成 19 年度から開始された乗合いタクンー運行事業は、運行区域や制度見直しを行い、交通不

便地域の解消と移動手段の提供に寄与しています。 

●つくば、土浦方面の移動には朝日トボネル開通の効果が表れています。令和３年４月のいばらき

フラワーパーク・・花やさと山のリニューアルオープボにあわせて、つくば、土浦方面との交流人

口の増加が期待されます。 

●鉄道は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、令和２年度における駅の乗車人員は

大幅に減少しています。 

●路線バスは、全国的に利用者数が減少しており、市内においても利用者数が減少していることか

ら、採算の合わない路線の減少や運行本数が減便となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

成果指標 
基準値 

(令和３年度） 

目標 

(令和９年度) 

自家用車に頼らずに日常生活ができる市民の割合 
●●％ 

令和３年度調査実施 基準値より 増 

成果指標 
基準値 

(令和２年度） 

目標 

(令和９年度) 

市内の主要公共交通機関の一日あたりの平均利用者数 

（路線バス、乗り合いタクシー、鉄道） 
7,322 人 

●●●●人 

 
あるべき 
将来の姿 

7,777 7,707 7,794 7,789 

7,322 

H28 H29 H30 R1 R2

市内主要公共交通機関の利用者数
 人） 

調整中 
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課題  

●多核連携型の都市構造実現ため、市内拠点内移動、拠点間移動、拠点外移動を支える公共交通体系

を構築する必要があります。 

●既存の公共交通ンステムの利活用を含めて、きめ細やかな公共交通サービスを提供し、より多く

の方が公共交通を利用しやすくなるよう対応が必要です。 

●市民アボケート等の結果から、路線バスの路線数増加や乗合タクンーの予約ンステムの改善、駅

でのバスへの接続性など、多様な市民ニーズに対応する公共交通の充実化が必要です。 

●乗合いタクンーは、予約時のお断り件数の増加や１台あたりの乗車人数の減少などの問題を踏ま

え、制度の見直しを検討する必要があります。 

●今後、高齢化がより進むことで、高齢者の運転免許の返納にどのように対応するかが課題となっ

ています。また、情報通信技術等を活用した新たな輸送手法等の検討も必要になってきます。 

 

 

関連計画  

・石岡市地域公共交通網形成計画 平成 31年度～令和５年度） 

 

主要な取組  

 

取組名  取組内容  担当課 

公共交通の利用促進 

 公共交通の維持には、市民の継続的な利用が

必要です。そのために必要な情報発信と、市

民の公共交通利用に対する意識の醸成を図り

ます。 

 

都市計画課 

公共交通機関の充実 

 
公共交通軸の形成に向けて、拠点間の路線バ

スのサービス水準の向上や新たなバス路線の

導入等を検討します。乗合いタクシーについ

ては、運行区域を統合したことで生じた問題

に対して、運行区域の見直しや、予約システ

ムの改善を行い、利便性の向上を図ります。 

また、超小型モビリティや自動運転小型バス

などの「次世代交通システム」の活用に向け

て、実証実験等を実施します。 

 

都市計画課 
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取組名  取組内容  担当課 

公共交通の利用環境づ

くり 

 路線バスの利便性向上のため、バス停付近の

利用環境の整備を推進します。また、交通結

節点における乗り換え利用の優遇措置とし

て、乗り継ぎ割引制度や交通接結点における

医療機関の受付制度の導入等を検討します。

さらに、総合的な公共交通マップを作成する

ことで、利用者にわかりやすい公共交通を目

指します。 

 

都市計画課 

 

 

 

 

具体的な取組における参考指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

乗合タクシーの乗客者数  

基準値（令和２年度） 目標（令和５年度） 

●●人 

 

172 人 

 

中心拠点と地域拠点を結ぶ 

バス路線の運行本数 

基準値（令和２年度） 目標（令和５年度） 

●●本 

施設 

60 本 

 

中心拠点 石岡駅）と地域拠点 柿岡市街
地）を結ぶバス路線の平日運行本数 
 

高齢者の運転免許返納件数 

基準値（令和２年度） 目標（令和５年度） 

●●件 

施設 

318 件 

 

高齢者の運転免許返納件数 

乗合タクンーの一日当たりの平均利用者数 
 

行政、市民、事業者による検討・協議 

基準値（令和２年度） 目標（令和５年度） 

●●回 

施設 

５回 

 

地域公共交通会議や市民との懇談会等、年間
の会議開催数 

調整中 

調整中 

調整中 

調整中 



 

13 

基
本
計
画 

基
本
施
策
３ 

交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
整
備 

４ 

都
市
基
盤
・環
境 

 

 

 

乗合いタウンメイト 

「乗合いタクシー」とは 
 

ご予約いただいた方を、それぞれの場所から順

番に乗合せて、それぞれの目的地まで送迎するサ

ービスです。自宅や指定場所に迎えに行き、希望

する目的地までお送りします。 

運行エリアは市内全域 及び羽鳥駅と神立駅）

で、利用料金は大人 300円～500 円、小学生／障

がい者手帳をお持ちの方は 100 円～200 円とな

っています。 
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基本施策４  道路の整備 

幹線道路の整備や地域の実情を勘案した生活道路の整備・維持補修が適切に行

われることにより、誰もが快適に目的地への移動ができています。 

 

 

 

現状・これまでの取組  

●本市の主要道路網は、常磐自動車道、国道６号、国道 355号、主要地方道石岡筑西線、同笠間つ

くば線、広域農道フルーツライボなどによって構成されています。 

●近年の道路整備では、平成 23 年に常磐自動車道石岡小美玉スマートイボターが開設され、平成

24 年には朝日トボネルが開通しました。 

●市内には狭あい道路が多くあるため、生活道路の舗装や拡幅等の整備を行っています。また、地

域で道路等の整備を行う場合には、原材料の支給を行っています。 

●狭あいな上曽峠の道路に代わり、上曽トボネルの整備を進めています。日常生活の利便性向上の

ほか、災害時の緊急輸送や地域間の連携強化、物流・・観光を支える路線として期待されています。 

 

 

課題  

●国道６号、国道 355 号は市街地において渋滞が発生しています。そのため、国道６号のバイパス

整備を進めています。 

●都市計画道路の整備については、各種補助制度や合併特例債などの財源を活用し、計画的に進め

ていくとともに、計画的な道路の維持補修等を行うことも課題となっており、毎年度多額の経費

が必要です。 

●生活道路の改修等については、地域の実情と費用対効果を勘案し、優先順位をつけて路線を選定

して事業を進めていますが、限られた財源の中で整備を行うため、整備できる路線数が限られま

す。今後は、人口減少を踏まえた生活道路整備の在り方について見直す必要があります。 

●狭あい道路を解消するため、建築基準法によるセットバック・ 道路中心から２ｍの後退）を促す

必要があります。 

●豪雨など災害時における緊急性の対応強化が必要となっています。 

 

 

 

 

成果指標 
基準値 

(令和３年度） 

目標 

(令和９年度) 

道路の整備によって以前よりも移動が快適になっている

と感じる市民の割合 

●●％ 
令和３年度調査実施 基準値より 増 

 あるべき 
将来の姿 
 



 

15 

基
本
計
画 

基
本
施
策
４ 

道
路
の
整
備 

４ 
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市
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境 

関連計画  

・石岡市交通バリアフリー基本構想 平成 18 年度～） 

・橋りょう長寿命化個別計画 

・道路補修計画 

・新市建設計画 平成 17年度～令和７年度） 平成 27年３月改定） 

 

 

主要な取組  

 

取組名  取組内容  担当課 

合併市町村幹線道路緊

急整備支援事業 

 新市の一体化の確立や均衡ある発展のため、

新市建設計画に基づいて実施する道路につい

て合併特例債（地方債）等を活用して整備し

ます。 

 

都市計画課 

地方道路等整備事業 
 道路交通及び利便性の向上のため、主要幹線

道路の改良・拡幅整備を行います。 

 
道路建設課 

上曽トンネル整備事業 

 地域住民の生活・交流に加え、地元産業や物

流・観光を支える重要な路線として、上曽峠

のトンネル整備を進めます。県南地区と県西

地区間のネットワーク強化による境域的な地

域活性化を目指します。 

 

道路建設課 

道路舗装修繕事業 

 道路ストック「（道路の舗装、橋、道路標識等）

を点検し必要によって現状維持のための整備

を行います。 

 

道路建設課 

狭あい道路整備事業 

 建築基準法に基づき、道路境界線を後退した

部分を、市への帰属を希望する土地所有者に

対して、分筆測量「・工作物等の撤去補助や、後

退用地の買取りや舗装を実施することで、制

度の利用促進を図り狭あい道路を解消しま

す。 

 

建築住宅指導課 
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４ 

都
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盤
・環
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具体的な取組における参考指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地方道路等整備事業による延長  

基準値（令和２年度） 目標（令和９年度） 

19,876ｍ ●●●●ｍ 

 

地方道路等整備事業による道路改良延長 
 累計） 

道路舗装修繕事業による延長  

基準値（令和２年度） 目標（令和９年度） 

4,125ｍ 

施設 

●●●●ｍ 

 

道路舗装修繕事業 道路ストック）による事
業延長 累計） 

修繕した橋の数  

基準値（令和２年度） 目標（令和９年度） 

●橋 

施設 

●橋 

 

橋りょう長寿命化修繕事業により修繕した橋
の数 

道路整備率  

基準値（令和２年度） 目標（令和９年度） 

57.3％ 

施設 

●●％ 

 

合併幹線道路 ６路線）の道路の整備率 

狭あい道路整備事業補助金の交付  

基準値（令和２年度） 目標（令和５年度） 

５件 

施設 

10 件 

 

狭あい道路整備事業による年間の事業実施個
所数 

調整中 調整中 

調整中 調整中 調整中 
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県南地域と県西地域を結ぶ交通の要 

「上曽トンネルの整備」 
 

上曽峠を含む石岡市上曽から桜川市真壁町山尾までの道路については、幅員が狭く、線形不

良かつ急こう配であることから、大型車が多く迂回を余儀なくされています。 

また、台風による倒木や積雪の影響で通行止めとなるなど、気象の影響を受ける交通の難所

となっております。 

トボネルを含めた道路整備が完成すると、日常生活の利便性が向上するほか、災害時におけ

る緊急輸送や両市間の交流促進及び沿線地域の振興に寄与することが期待されています。 

さらに、県南地域と県西地域が結ばれ、茨城空港までを東西に結ぶ基軸も形成されることか

ら、県南・・県西地域間の連携強化が見込まれ、地元産業や物流・・観光を支える路線としても期

待されます。 

区間：石岡市上曽～桜川市真壁町山尾  長さ：5,580ｍ トボネル 3,538ｍ、取付道路 2,042ｍ） 

 

 

【上曽トボネル本体工事の様子】 

https://www.city.ishioka.lg.jp/data/img/1625378413_119.png?1625378578
https://www.city.ishioka.lg.jp/data/img/1625376725_119.jpg
https://www.city.ishioka.lg.jp/data/img/1625376782_119.jpg


 

18 

基
本
計
画 

基
本
施
策
５ 

水
道
水
の
安
定
供
給 

４ 

都
市
基
盤
・環
境 

基本施策５  水道水の安定供給 

水質の安定した水道水が、市民に持続的に供給されています。 

  

現状・これまでの取組  

●旧石岡地区・ 関川地区を除く）の水道事業については、小美玉市・ 玉里地区）と共同で水道事業に

関する事務を行うため湖北水道企業団を設置し、水道水の給水事業を行っています。湖北水道企業

団では、将来にわたり水道水の・ 安全・・強靭・・持続」の確保を目指すものとした・ 湖北水道企業団

水道事業ビジョボ」を令和元年度に策定し、水道事業ビジョボを踏まえた更新計画に沿って水道管

や水道施設の更新を行っています。 

●旧八郷地区の水道事業については、生活環境部水道課で水道水の給水事業を行っています。平成 30

年度、中長期的な視点で今後の水道事業の進むべき方向を示す 石岡市水道事業中長期基本計画」

を策定し、計画的な水道管や水道施設の更新を行っています。 

●関川地区 一部高浜地区含む）の水道事業については、非公営の簡易水道で運営しています。 

 

 

 

課題  

●石岡市内には、旧石岡地区・ 関川地区を除く）の水道事業を担う湖北水道企業団、八郷地区の水道

事業を担う市水道課、関川地区・ 一部高浜地区）の水道事業を担う非公営簡易水道があります。本

市全域における水道水の安定供給と供給体制の強化のため、他水道事業体との広域化についての

検討が必要とされています。 

●旧八郷地区の水道事業については、・ 石岡市水道事業中長期基本計画」に基づき、老朽化している

水道管や水道施設の更新を行っていく必要があります。 

●人口減少による水需要の低下により、過大な施設及び設備を抱えている状態です。施設の老朽化

対策と併せて施設の規模の縮小が求められています。 

●市内全域に水道管を敷設しているため、人口減少による水需要の低下により採算性が課題となっ

ています。今後も安定した水道事業を運営するためには、維持管理コストの縮減などによる健全

な運営に向けた取組が必要です。 

●八郷地区では、毎年計画的に漏水調査を実施し、発見後は速やかに漏水修理を施工していますが、

水道管の老朽化により、有収率が低迷しています。 

●水道事業は、生活には欠かせない水道水の供給という重要なイボフラを担っています。そのため、

専門性の高い知識や技術を有する人材が必要であり、人材の育成や組織の充実が課題です。 

成果指標 
基準値 

(令和３年度） 

目標 

(令和９年度) 

水道を安心して利用できると感じる市民の割合 
●●％ 

令和３年度調査実施 基準値より 増 

 あるべき 
将来の姿 
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課題  

●茨城県では、霞ヶ浦導水の整備に伴う施設の見直しを進めており、茨城県全域における水道事業

の経営基盤強化を進めています。市水道課・湖北水道企業団共に、一部の水源を県用水に委ねて

おり、県の動向を踏まえた関連計画の見直しを適時おこなう必要があります。 

 

関連計画  

・石岡市水道事業ビンョボ 令和元年度～令和 10年度） 

・石岡市水道事業経営戦略 令和元年度～令和 10年度） 

・湖北水道企業団水道事業ビジョボ 令和元年度～令和 10年度） 

 

主要な取組  

 

取組名  取組内容  担当課 

水道事業の広域化 

 将来においても安定した水道水の供給を行う

ため、県の動向を踏まえながら他水道事業体

との広域化を検討します。 

 
水道課 

生活環境課 

水道管や水道施設の更

新 

 老朽化した水道管及び民有地配水管の布設替

工事や耐用年数を経過し、安定給水に支障の

ある水道施設の更新工事を行います。 

 

水道課 

漏水調査 

 
漏水調査を実施し、漏水の早期発見、早期修

理により有収率の改善に努めます。 

 

水道課 

  

 

具体的な取組における参考指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

有収率（八郷地区）  

基準値（令和２年度） 目標（令和 20 年度） 

77.85％ 

施設 

80.00％ 

 

各家庭等にとどいている水の割合 

有収率（湖北水道企業団）  

基準値（令和２年度） 目標（令和９年度） 

93.34％ 

施設 

基準値より増 

各家庭等にとどいている水の割合 
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水はどこからくるの？ 

水源について 
 

水道水は、地下水及び県用水を水源として

おり、各浄水場で取水された原水を急速ろ過

等の浄水処理を施し、配水池へ送水していま

す。各配水池からは、自然流下又は加圧ポボ

プで各家庭へ配水しています。 

 

水道事業の経営安定 

有収率について 
 

有収率とは、配水場から配水された水量と、各家庭等で使用された水量の割合です。水道管

の老朽化等により、家庭等に届く前に水が漏れていることにより、有収率が低下します。 

有収率の低下は、水道水の供給に関するコスト削減を妨げる要因であり、水道事業の経営安

定のために重要な要因となります。 

 

 

 

【中央浄水場ろ過池】 

【山崎浄水場】 【下林浄水場】 【園部浄水場】 
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基本施策６  下水道の整備 

全ての汚水が、下水道、農業集落排水施設、合併浄化槽により適切に処理され

ることで、公共用水域の水質保全が図られています。 

 

 

 

現状・これまでの取組  

●下水道の整備状況は、令和２年度に石岡地区の主要地方道石岡筑西線全線と、貝地地区の国道６

号バイパス側道一部への下水道整備が完了し、下水道普及率・ 下水道処理人口/総人口）は令和２

年度末で 57.0％となっています。 

●農業集落排水施設の整備は、５処理区・ 出し山地区、関川地区、石岡西部地区、東成井地区、恋

瀬地区）が完了しており、農業集落排水普及率・ 農業集落排水整備人口/総人口）は令和２年度末

で 6.6％となっています。 

●高度処理合併浄化槽の設置について、令和２年度 101 基に補助を行い、浄化槽人口普及率・ 合併

処理浄化槽処理人口/総人口）は令和２年度末で 24.4％となっています。 

●汚水処理人口普及率 汚水処理人口/総人口）は令和２年度末で 88.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題  

●令和２年度末における下水道普及率は、57.0％であり、県平均の 63.5％、全国平均の 80.1％より

低くなっています。 

●令和２年度末における汚水処理人口普及率は 88.０％であり、県平均の 86.0％は上回っているも

のの、全国平均の 92.1％よりは低くなっています。 

●少子高齢社会の進行と、それに伴う人口の減少により、厳しい財政状況や社会構造の変化など下

水道の整備を取り巻く諸情勢が大きく変化しており、一層効率的な整備手法を選定することが必

要となっている状況です。 

成果指標 
基準値 

（令和２年度） 

目標 

(令和 17 年度) 

汚水処理人口普及率 
総人口に対し、下水道、農業集落排水施設、合併浄化槽を利用できる（利

用している）人口の割合 
88.0％ 96.0％ 

 あるべき 
将来の姿 
 

54.687

55.936 56.172
56.810 57.019

H28 H29 H30 R1 R2

下水道普及率の推移

84.813

86.792 87.039

88.503
88.067

H28 H29 H30 R1 R2

汚水処理人口普及率の推移
 ％）  ％） 
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関連計画  

・茨城県霞ヶ浦流域別下水道整備総合計画 平成 26 年度～令和 22年度） 

・茨城県生活排水ベストプラボ 平成 29 年度～令和 7年度） 

・石岡市地域循環型社会形成推進地域計画 令和２年度～令和６年度） 

 

主要な取組  

 

取組名  取組内容  担当課 

下水道の整備 

 
下水道を効率的に整備するため、石岡地区、

貝地地区、高浜地区を重点的に整備します。 

 

下水道課 

高度処理合併浄化槽の

設置補助 

 既存の単独処理浄化槽及び汲み取り便槽を撤

去し、新たに高度処理合併浄化槽を設置する

場合や新築の住宅に高度処理合併浄化槽を設

置する場合等に対して補助を行います。 

 

下水道課 

 

 

具体的な取組における参考指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道・農業集落排水・合併浄化槽のちがい 
 

下水道は、市街地全体の多種多様な 家庭、学校、

事業所、工場）排水を管渠により汚水を収集し、処理

場で一括処理します 大規模集中型集合処理方式）。 

農業集落排水は、主に農業集落の家庭排水を管渠に

より汚水を収集し、処理場で一括処理します 小規模

分散型集合処理方式）。 

合併浄化槽は、主に各家庭の排水を各家庭の敷地に

浄化槽を設置し、生活排水を個別処理します 個別処

理方式）。 

下水道の普及率 

基準値（令和２年度） 目標（令和 17 年度） 

57.0％ 

施設 

62.8％ 

本市における下水道の普及率 
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基本施策７  住宅の整備・空家対策 

すべての市民が個々の状況にあった住宅で暮らすことができるとともに、特に

中心市街地で顕著となっている空家の有効活用、適切な除却によって市民の快

適な生活環境が確保されています。 

 

 

現状・これまでの取組  

●駅周辺の利便性の高い中心市街地内にある民間の優良賃貸住宅を活用し、高齢・・障がい・子育て・

新婚世帯の支援を実施しています。補助対象者は減少傾向にありますが、本市への定住促進を補

完しています。 

●木造住宅については、耐震診断費用と耐震補強工事の費用の一部を補助し、耐震化率の向上に努

めています。また、市民及び市外からの転入者が、自ら居住する木造住宅を建築する場合に、建

築費用の一部を補助しています。 

●市営住宅の長寿命化に向けては、長期的な視点に立った計画的な修繕と点検の実施による予防保

全的な管理が重要になる事から、令和２年度においては法定点検に準じた点検を実施しました。

安全・安心な住環境を維持するため 石岡市営住宅長寿命化計画」に沿った改善を実施します。 

●平成 30 年度より、使用可能な空家の活用を目的に空家バボク制度を創設するとともに、制度の

利用者に対し、不動産仲介料の一部を補助する空家バボク活用促進助成金制度を設け、利用促進

を図っています。また、放置すれば倒壊する恐れがある住宅等を特定空家等に認定し持ち主へ指

導を行っているほか、行政代執行により１棟の住宅を除却しました。 

●令和３年度より安全対策が進まない民間のブロック塀に対し、撤去等を支援する目的で・ 石岡市

危険ブロック塀等撤去補助金」制度を創設しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果指標 
基準値 

(令和２年度） 

目標 

(令和９年度) 

市内において、持家の工事に取り掛かった件数（年間） 

茨城県 土木部住宅課公表の「茨城県住宅着工データ」より 
178 件 200 件 

市内の空き家が解消された件数（累計） 

「空家等対策計画」に沿った措置により、空家が解消された件数 
15 件 29 件 

 あるべき 
将来の姿 

216
191 187 186 178

H28 H29 H30 R1 R2

市内の持家着工件数

28,130 
29,800 

31,000 
32,330 

H16 H21 H26 R1

市内の住宅戸数
 戸）  件） 

 茨城県 土木部住宅課公表の「茨城県住宅着工データ」より） 



 

25 

基
本
計
画 

基
本
施
策
７ 

住
宅
の
整
備
・空
き
家
対
策 

４ 

都
市
基
盤
・環
境 

課題  

●石岡駅周辺の中心市街地内にある民間の優良賃貸住宅を活用し、高齢・・障がい・子育て・新婚世

帯に対し支援を実施していますが、部屋の利用サイクルと需要のタイミボグを勘案した利用率の

向上が課題となります。 

●市営住宅については、老朽住宅の増加が見込まれるため、計画的な改修、更新を行うことが必要

です。 

●耐震化率を向上させるためには、耐震改修の普及啓発、相談体制の整備や情報提供の充実を図る

ことが重要です。そのためには、耐震診断の必要性や補助事業の活用を周知し、耐震改修を促進

し、地震等における既存木造住宅の被害の軽減を図る必要があります。 

●今後、人口の減少に伴い、空家が増加することが見込まれます。 

●空家の増加は、地域活力の低下にもつながります。空家の発生を抑制するとともに、老朽化が進

んだ建物の利活用の推進や、管理不全になる前に適切に管理するための方策が必要です。 

●空家の問題は複雑な事情や事象があることから、様々な関係者の連携や、さらなる体制強化が必

要です。 

 

 

関連計画  

・石岡市営住宅長寿命化計画 令和 2年度～令和 11 年度） 

・石岡市耐震改修促進計画 平成 28 年度～令和３年度） 

・石岡市空家等対策計画 平成 29年度～令和４年度） 

 

 

主要な取組  

 

取組名  取組内容  担当課 

転入者等への住居確保

に関する支援 

 市内、市外の方が、一定の要件を満たす場合

には、建築費の一部や中心市街地への定住促

進を図るため、賃貸住宅の家賃の一部を助成

する制度を進めると共に、制度利用を促進す

るための啓発に努めます。 

 

建築住宅指導課 

市営住宅長寿命化改修

事業 

 市営住宅ストックの長期活用を図るための定

期点検及び、住棟改善事業費の平準化を図り、

計画的実施が可能な維持管理計画を推進し、

安心・安全な住環境を維持するために「石岡

市営住宅長寿命化計画」に沿った改善を実施

します。 

 

建築住宅指導課 
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取組名  取組内容  担当課 

空き家等への対策 

 管理不完全になる建物になることを抑制する

ため、啓発や支援、住宅流通、適切な管理の促

進を行います。また、空き家の有効活用とし

て、当市への移住・定住の促進や地域活性化

を図るための空家バンク制度の利用者に対

し、不動産仲介料の一部を補助する「空家バ

ンク活用促進助成金」により、制度の利用促

進を図るとともに、特定空家に対する適切な

指導などを通して、適切な管理および快適な

住環境を確保します。 

 

生活環境課 

建築住宅指導課 

 

 

具体的な取組における参考指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

空家バンク制度の活用件数 

基準値（令和２年度） 目標（令和５年度） 

３件 

施設 

５件 

空家バボク制度の活用で、空家が解消された
件数 年間） 

特定空家等認定件数 

基準値（令和２年度） 目標（令和９年度） 

16 件 

施設 

44 件 

特定空家等に認定した件数 累計） 

特定空家等の改善件数 

基準値（令和２年度） 目標（令和９年度） 

７件 

施設 

21 件 

特定空家等に認定した件数のうち，改善した
件数 累計） 

長寿命化住棟改善棟数 

基準値（令和２年度） 目標（令和５年度） 

0 棟 

施設 

６棟 

石岡市営住宅長寿命化計画 改定）に基づく
住棟改善棟数 累計） 
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空家への対策 

「特定空家等」とは 
 

市では、空き家等の状況を調べて、下記のような空き家を 特定空家等」と認定しています。 

① 著しく保安上危険となる恐れのある状態 

② 著しく衛生上有害となる恐れのある状態 

③ 著しく景観を損なっている状態 

④ その他放置することが不適切である状態 

特定空家等に認定されると、所有者への必要な措置の助言や指導、勧告を行い、最終的には代

執行を実施することになります。 
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基本施策8  公園・緑地・自然環境の維持整備 

すべての市民が、公園や緑地、豊かな自然環境が身近にあることで、やすらぎ

を感じています。 

 

 

 

現状・これまでの取組  

●公園は市民の憩いの場やオープボスペースとして利用されるほか、都市景観や災害時における防

災施設としての役割など、幅広い機能を有しており、都市公園は市内に 26箇所あります。 

●公園里親制度により、地域住民と協力しながら維持管理を行っています。 

●市内の都市公園については、供用後 50 年近い公園もあるなど、全体的に遊具等の老朽化が目立

つため、安全性や快適性の向上を目的とした計画的な改築・更新を行っています。 

●本市には筑波山や霞ヶ浦に代表される自然の造形や田園空間等の豊かな自然環境が多く残され

ており、やすらぎを感じることができます。 

●無秩序な宅地化や違反建築を防止し、良好な住環境の確保に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果指標 
基準値 

(令和３年度） 

目標 

(令和９年度) 

公園や自然環境が身近にあり、やすらぎを感じている市民

の割合 

●●％ 
令和３年度調査実施 基準値より 増 

課題  

●公園を適正に管理していくためには、地域住民の方と連携していくことが必要です。そのため、

行政と市民等が互いに協力しながら維持管理等を行っていく必要があります。 

●公園施設の老朽化が進んでいるため、石岡市公園施設長寿命化計画に基づき、計画的かつ効率的

な維持管理や改築・更新等を行っていく必要があります。 

●里山における田園風景は水田を耕作する担い手の役割が大きい一方で、高齢化による担い手不足

により田園風景が失われる危惧があります。 

 あるべき 
将来の姿 

【柏原池公園】 【石岡運動公園】 
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関連計画  

・石岡市公園施設長寿命化計画 令和元年～令和 10 年度） 

 
 
 

主要な取組  

 

取組名  取組内容  担当課 

石岡市公園里親制度事

業 

 
公園里親を募集し、地域住民や地域の団体と

協力しながら維持管理を行います。 

 
都市計画課 

石岡市公園施設長寿命

化事業 

 石岡市公園施設長寿命化計画に基づき、計画

的な施設の改築・更新を行うことで、誰もが

安全で快適に利用できる公園を目指します。 

 

都市計画課 

 

 

 

具体的な取組における参考指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

遊具や芝生で思いきり遊ぼう 

市内の都市公園 
 

買い物帰りに立ち寄れる公園、住宅街の中

の遊具がある公園など、市内には 26 の都市

公園があります。子どもから高齢者まで、市

民の憩いの場として広く利用されています。 

石岡市公園里親団体数 

基準値（令和２年度） 目標（令和５年度） 

２団体 

施設 

●●団体 

石岡市公園里親制度への加入団体数 

改築・更新公園数 

基準値（令和２年度） 目標（令和５年度） 

18 箇所 

施設 

●●箇所 

石岡市公園施設長寿命化計画に基づく改築・
更新公園数 

【上池(うわいけ)公園】 

調整中 調整中 
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基本施策9  再生可能エネルギーの推進 

再生可能エネルギーを利用する環境が整い、市民・企業・学校・行政等が CO2

削減による地球温暖化対策を行っています。 

 

 

 

現状・これまでの取組  

●令和元年度に整備した本庁舎では、太陽熱や地中熱を活用した冷暖房ンステムを採用するなど、

省エネルギーに取り組んでいます。 

●省エネルギーや再生可能エネルギー利用等に関して市民向け啓発活動を行っているほか、太陽光

発電ンステムと接続して使用する家庭用蓄電池の導入について補助しています。 

●太陽光発電を推奨していく一方で、太陽光発電設備の設置を規制する条例を制定して無秩序な太

陽光発電開発の防止を図っています。 

●2050 年カールボニュートラルの目標が国で掲げられるなど、地球温暖化対策に対する社会的要

請が強まっています。市では，地域気候変動適応計画を策定し，自然的，経済的，社会的状況に

応じた気候変動適応に関する施策を推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題  

●地球規模の環境問題に対応するためには、温室効果ガスの排出を総合的に減らしていくことが求

められているため、全市的に取り組んでいく必要があります。 

●現時点では、公共施設でもエネルギー効率の良くない施設もあるため、施設を更新する際に、率

先して太陽光発電や太陽熱利用等の自然エネルギーを導入していく必要があります。 

●各種情報提供を行い、家庭や学校・・事業所等における意識改革を促進するとともに、省エネルギ

ーの取り組みや再生可能エネルギー導入に関する啓発を進めていく必要があります。 

●石岡市太陽光発電設備設置事業の手続きに関する条例及び施行規則を制定していますが、無秩序

な森林開発による災害や景観破壊を防止するため、規制を強化する必要があります。 

成果指標 
基準値 

(令和３年度） 

目標 

(令和９年度) 

省エネ対策を実践している市民の割合 
●●％ 

令和３年度調査実施 基準値より 増 

 あるべき 
将来の姿 

3,068 3,076
3,003

3,146 

2,836 

H28 H29 H30 R1 R2

市の施設のエネルギー使用量  kl） 
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関連計画  

・石岡市環境基本計画 令和４年度～令和 13 年度） 

・石岡市地域気候変動適応計画（令和４年度～令和 13年度） 

 

 

主要な取組  

 

取組名  取組内容  担当課 

環境保全対策 

 環境基本計画に基づき、環境の保全及び創造

に関する総合的な施策を実施し、エネルギー

の有効利用等を検討します。 

 

生活環境課 

地球温暖化対策実行計

画「（区域施策編）の策定

検討 

 
市域の自然的条件に応じた温室効果ガスの排

出抑制等に関する事項等について、実行計画

（区域施策編）の策定を検討します。 

 

生活環境課 

地域気候変動適応計画

の策定と進捗管理 

 市域の自然・経済・社会条件に応じた気候変

動適応計画を策定し、各部局の適応策の進行

管理を行います。 

 

生活環境課 

 

 

具体的な取組における参考指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市の施設のエネルギー使用量 

基準値（平成 25 年度） 目標（令和５年度） 

3,249kl 

施設 

公共施設 市長部局）の年間の原油換算エネ
ルギー使用量 

2,938kl 

施設 
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基本施策10  循環型社会の構築 

市民・企業・学校・行政等が、３Ｒ リデュース、リユース、リサイクル）を

意識し、限られた資源を有効活用しています。また、不法投棄のないきれいな

まちになります。 

 

 

現状・これまでの取組  

●新しい広域ごみ処理施設である・ 霞台クリーボセボターみらい」が令和 3年 4月から稼働したこ

とで、従来は地域によって異なっていた分別方法が統一されています。 

●市民自らがごみ集積所を管理することで、分別やリサイクルの意識を高めています。 

●し尿は、市内全域を許可業者が汲み取りを行うことで、適正に処理を行っています。 

●市内全域に環境監視員を配置しパトロールを行うことで、巡回体制の強化と不法投棄の早期発見

に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題  

●コロナ禍による在宅時間の増加に伴い、家庭ごみの排出量が増加しています。 

●子ども会等による資源ゴミの回収については、コロナ禍の影響を受けて、実施する団体が減少し

たため、回収量も減少しています。 

●公道上や民地へのゲリラ不法投棄が増加しています。特に、交通量が少なく管理が行き届いてい

ない場所が狙われやすい状況です。 

 

関連計画  

・石岡市一般廃棄物処理基本計画 令和２年度～令和 16 年度） 

 

成果指標 指標の説明 
基準値 

(令和２年度） 

目標 

(令和９年度) 

家庭ごみ排出量 1 人当たり１日の家庭系ごみの排出量 739ｇ 基準値より 減 

 あるべき 
将来の姿 

347 345 347
355 

363 

H28 H29 H30 R1 R2

1人当たりの年間のごみ排出量

17.63

18.49 18.5

17.75 

17.24 

H28 H29 H30 R1 R2

年間に排出されるごみ量に占める

資源ごみの割合
 kg） 

 ％） 
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主要な取組  

 

取組名  取組内容  担当課 

ごみ・廃棄物等の処理 

 ごみ収集のほか、環境監視員による巡回、不

法投棄防止看板の作成・配布、不法投棄廃家

電の処分等を行います。 

 

生活環境課 

ごみ減量・資源化推進

事業 

 ごみの減量化やリサイクルの推進を図るた

め、資源ごみの回収を年２回以上実施した団

体に対し、補助を行います。 

 

生活環境課 

 

 

 

具体的な取組における参考指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広域ごみ処理施設 

「霞台クリーンセンターみらい」について 
 

一般廃棄物処理の拠点として、石岡市・・小美玉

市・・かすみがうら市・・茨城町の４市町村による新

ごみごみ処理施設 霞台クリーボセボターみら

い」が令和３年４月から稼働を開始しています。 

資源の有効活用を図るため、焼却した際の熱エ

ネルギーを回収・・利用する・ サーマルリサイクル」

を採用することで、電力を賄うだけでなく，余っ

た電力を売却して収益化します。 

また、 多世代が集い、交流を育み、憩いとうるおい」をコボセプトとし、新たな地域還

元施設の建設を進めています。 

資源化率 

基準値（令和２年度） 目標（令和５年度） 

17.24％ 

施設 

18.80％ 

年間に排出されるごみの量に占める資源ごみ
の割合 

事業系ごみ年間排出量 

基準値（令和２年度） 目標（令和５年度） 

6,869ｔ 

施設 

6,646ｔ 

市内の事業系ごみの年間排出量 



 

34 

基
本
計
画 

基
本
施
策
１
１ 

環
境
保
全
の
推
進 

４ 

都
市
基
盤
・環
境 

基本施策11  環境保全の推進 

河川や霞ヶ浦の水質が安定し、悪臭やアオコの発生がない状態です。 

大気汚染、騒音・振動、悪臭、放射性物質等による健康被害の心配がなく市民

が快適に生活できる環境が保全されています。 

 

BOD・・・水質汚濁を示す代表的な指標。対象は河川。 

COD・・・水質汚濁を示す代表的な指標。対象は湖沼、海域。 

 

現状・これまでの取組  

●本市では、霞ヶ浦に流入する河川を有し、下水道、農業集落排水施設及び・ 高度処理）合併浄化

槽設置による汚水処理を進めています。 

●公害等が発生しないよう各種調査・・分析を継続的に実施しています。また、公害等の問題が発生

した際に早急な対応ができる体制づくりを行っています。 

●国の第 5 次環境基本計画において、 環境政策の根幹となる環境保全への取組みは、ゆるぎなく

着実に推進」することとされ、環境リスクの管理はより一層重要視されています。 

●市内における不法残土への対策として、クラインス監理官及び市職員による巡回や監視を行い、

迅速な対応、指導をしています。また、過去に産業廃棄物の不法投棄があった現場の継続的な水

質調査や、不法盛土現場の土壌分析調査を実施しています。 

 

 

課題  

●生活排水の処理が行き届かないところや家畜排せつ物の直接還元が一部に見られるため、霞ヶ浦

の水質汚濁の原因となっています。 

●単独浄化槽の設置者が多いため、・ 高度処理）合併浄化槽への転換を進めていくことが必要です。

あわせて、・ 高度処理）合併浄化槽についても、法定検査や保守点検の必要性の周知が必要です。 

●有害化学物質の指定数は年々増加傾向にあるため、引き続き国・・県の動向を注視し、情報の収集・・

提供に努める必要があります。 

●不法盛土や産業廃棄物等の不法投棄への巡回等を引き続き実施し、速やかな対応や指導できる体

制をより一層強化する必要があります。また、過去に産業廃棄物の不法投棄があった現場の水質

調査は、発生から 30 年以上継続しているため、市民の要望を踏まえつつ見直しが必要です。 

 

 

成果指標 指標の説明 
基準値 

(令和２年度） 

目標 

(令和９年度) 

恋瀬川の BOD の値 恋瀬川（平和橋）の BOD の平均値 1.2 mg/l 基準値を維持 

霞ヶ浦の COD の値 霞ヶ浦（西浦）の COD の平均値 6.4mg/l 基準値を維持 

 あるべき 
将来の姿 
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関連計画  

・石岡市環境基本計画 令和４年度～令和 13 年度） 

 

主要な取組  

 

取組名  取組内容  担当課 

霞ヶ浦浄化対策 

 霞ヶ浦の水質環境を保全するため、流入する

河川の水質分析、清掃活動、合併浄化槽の設

置推進を実施します。 

 
生活環境課 

下水道課 

公害対策 

 
公害防止のための巡回監視や、問題が発生し

た時に各種調査「・分析を行い、地域の安全「・安

心を守っていきます。 

 

生活環境課 

不法投棄への対応 

 不法盛土や産業廃棄物等の不法投棄に対し

て、未然防止を推進するとともに、巡回や監

視を強化することで、迅速な対応や指導を実

施していきます。 

 

生活環境課 

 

 
 

具体的な取組における参考指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公害関係相談件数 

基準値（令和２年度） 目標（令和５年度） 

45 件 

施設 

42 件 

大気・水質・土壌・騒音振動・悪臭等の相談
件数 

食用廃油回収量 

基準値（令和２年度） 目標（令和５年度） 

1,140L 

施設 

1,174L 

一般家庭から出る天ぷら油をはじめとする食
用油の回収量 

「不法投棄への対策」について 
 

近年，建築廃材や家電等をゲリラ的に不法投棄される事案が増えています。不法投棄は，

交通量が少なく管理が行き届いていない土地が狙われやすい傾向にあります。 

この対策として，市では環境監視員を，県では機動調査員を配置し，地域の巡回と早期

発見に努めているほか，不法投棄防止の看板・鳥居等の配布を行っています。 

また，土地の所有者や地域の皆様が日ごろから土地の管理・・巡回を行うことで， 管理さ

れている土地」との印象から不法投棄の未然防止につながります。 

 

 


